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ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ        特特特特特特特特定定定定定定定定非非非非非非非非営営営営営営営営利利利利利利利利活活活活活活活活動動動動動動動動促促促促促促促促進進進進進進進進法法法法法法法法とととととととと法法法法法法法法人人人人人人人人格格格格格格格格        
 

１ 法律の目的 

特定非営利活動促進法（以下「法」といいます。）は、特定非営利活動（法第２条第１項に規定

する特定非営利活動をいいます。以下同じ。）を行う団体に法人格を付与すること並びに運営組織

及び事業活動が適正であって公益の増進に資する特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」とい

います。）の認定に係る制度を設けること等により、ボランティア活動をはじめとする市民が行う

自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進に寄与す

ることを目的としています（法第１条）。 

 

２ 法人格 

人（自然人）は、特別の手続きを経ることなく法律上の権利義務の主体となり、個人名義で財

産を持ったり、登記をしたり、契約を結んだりできます。ところが団体については、単に人が集

まったというだけでは、団体が法律上の権利義務の主体となることはできません。そのためには

法令に基づく要件を満たし、一定の手続きを経て法人格を取得する必要があります。法人格を持

つ、あるいは法人になるということは、団体が法律上の人格を持ち、法律行為の主体になれると

いうことです。 

法人格を持たない団体、いわゆる任意団体は、あくまで自然人の集まりとして扱われるので、

任意団体として活動している民間非営利団体は、団体名義で法律上の権利義務を行使することは

できず、団体の活動に伴って生じる様々な契約や登記などは、代表者などの個人名義で行わざる

を得ませんでした。 

 

３ 法人格取得の意義 

団体が法人格を取得すると、今まで個人名義で電話を設置したり、銀行口座を開設したり、事

務所を借りたり、不動産の登記をしたりしなければならなかったのが、法人名義で行えるように

なります。代表者の個人名義でこれらのことを行う場合、法律行為の最終的な責任は代表者個人

が負うことになり、万一のときには個人に過大な負担がかかる恐れがあります。また、代表者が

交代したときの名義の書き替えも大変です。法人格を取得することでこうした問題が解決し、団

体として継続的、安定的に活動を展開できることが、この法律の最大のメリットと言えるでしょ

う。 

また、法律上の人格を持つことで、メリットと同時に、登記や申告、納税などをきちんと行う、

法令に沿った団体運営を行う、といった社会的な義務を果たすことも求められます。 

この法律に基づいて設立された法人を「特定非営利活動法人」といいます。また、特定非営利

活動法人以外の者は、その名称中に「特定非営利活動法人」又はこれに紛らわしい文字を使用す

ることはできません。（法第４条） 
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４ 法人の管理・運営 

ＮＰＯ法人は、法の定めにしたがって適切な管理・運営を行わなければなりません。ＮＰＯ法

人の管理・運営を行うにあたっては、特に次の点にはご留意ください。 

 

（１）役員 

ＮＰＯ法人には、理事３人以上及び監事１人以上を置かなければなりません。理事は法人を

代表（注１）し、その過半数（注２）をもって業務を決定します。役員の変更等（任期満了と同時に

再任した場合を含む）があった場合は、所轄庁に届け出ることが必要となります。なお、役員

は暴力団の構成員等はなれないなどの欠格事由のほか、親族の数、報酬を受ける者の数等に制

限が設けられています（法第15条～第24条）。 

（注１） 定款をもって、その代表権を制限することができます。 

（注２） 定款において特別の定めを置くことができます。 

 

（２）総会 

ＮＰＯ法人は、毎事業年度少なくとも1回、通常総会を開催しなければなりません（法第14

条の２）。 

 

（３） その他の事業 

ＮＰＯ法人は、特定非営利活動に係る事業に支障がない限り、特定非営利活動以外の事業（以

下「その他の事業」という。）を行うことができます。その他の事業で利益を生じた場合は、そ

の利益を特定非営利活動に係る事業のために使用しなければなりません。また、その他の事業

に関する会計を特定非営利活動に係る会計から区分しなければなりません（法第５条）。 

 

（４）事業報告書等 

毎事業年度初めの３カ月以内に、前事業年度の事業報告書、計算書類（活動計算書（当分の

間、収支計算書による提出も可。以下同じ。）、貸借対照表）、財産目録などを作成し、すべての

事務所に備え置くとともに、所轄庁に提出することが必要です。法人の会計については、正規

の簿記の原則に従って会計簿を記帳するなど、法第27条に定められた原則に従い会計処理を行

わなければなりません（法第27条～第29条）。 

 

（５） 定款変更 

定款を変更するためには、総会の議決を経た上で、下記①～⑩に関する事項について変更を

行う場合には、所轄庁の認証が必要です（法第25条第３項、第４項）。 

下記①～⑩に関する事項以外の定款の変更については、所轄庁の認証は不要です。なお、こ

の場合にも、定款変更後に所轄庁に届け出ることが必要となります（法第25条第６項）。 

（注) 定款の変更にあたり所轄庁の認証が必要となるのは、以下の①～⑩に関する事項となります。 

① 目的 

② 名称 

③ その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

④ 主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限ります。） 

⑤ 社員の資格の得喪に関する事項 
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⑥ 役員に関する事項（役員の定数に係るものを除きます。） 

⑦ 会議に関する事項 

⑧ その他の事業を行う場合における、その種類その当該その他の事業に関する事項 

⑨ 解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限ります。） 

⑩ 定款の変更に関する事項 

 

（６） 合併、解散 

ＮＰＯ法人は、総会での議決・所轄庁の認証等の一定の手続きを経て、別のＮＰＯ法人との

合併又は解散を行うことができます（法第11条第３項）。ＮＰＯ法人が解散する場合、残余財産

は、定款で定めた者に帰属しますが、その定めがない場合は、国又は地方公共団体に譲渡する

か、最終的には、国庫に帰属することとなります（法第31条～第39条）。 

（注） 定款で定めることができる残余財産の帰属すべき者は、①～⑥に掲げる者のうちから選定されな

ければなりません（法第11条第３項）。 

① 他の特定非営利活動法人 

② 国又は地方公共団体 

③ 公益社団法人，公益財団法人 

④ 学校法人 

⑤ 社会福祉法人 

⑥ 更生保護法人 

 

（７） 監督等 

所轄庁は、法令違反等一定の場合に、ＮＰＯ法人に対して、報告を求めたり、検査を実施し、

また、場合によっては、改善措置を求めたり、設立認証を取り消すことができます。また、法

に違反した場合には、罰則が適用されることがあります（法第41条～第43条、第77条～第81条）。 

 

５ ＮＰＯ法人格取得後の義務 

法人格取得後は、法及びその他の法令並びに定款の定めにしたがって活動しなければなりませ

ん。特に次の点にはご留意ください。 

 

（１）事業報告書等の情報公開と所轄庁への提出 

法人は、毎事業年度初めの３カ月以内に、前事業年度の事業報告書等を作成しなければなりま

せん。また、これらの書類は、役員名簿及び定款等と併せてすべての事務所に５年間備え置き、

社員及び利害関係人に閲覧させるとともに、所轄庁に提出し、一般公開されることとなります（法

第28条～第30条）。 

（注） 閲覧される書類は①～⑨となります。 

① 事業報告書     

② 貸借対照表 ※２   

③ 活動計算書       

④ 財産目録 

⑤ 年間役員名簿（前事業年度において役員であった者の氏名及び住所又は居所並びに各役員につ

いての報酬の有無を記載した名簿） 

※１ 
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⑥ 社員のうち10人以上の者の名簿 

⑦ 役員名簿 

⑧ 定款 

⑨ 認証・登記に関する書類の写し 

  ※１ ①～④については、当該書類が作成されるまでの間は、財産目録、設立当初の事業年度及び翌事業

年度における事業計画書及び活動予算書 

  ※２ ②の貸借対照表については、事務所への備置き及び所轄庁への提出に加えて、公告も必要となりま

す。 

 

（２）納税 

法人に対しては、いろいろな税金が課せられます。ここでは、一部例を挙げて説明しますが、

詳細については、お近くの税務署、都道府県税事務所等にご相談ください。 

国税である法人税については、法人税法に規定された「収益事業」(その性質上その事業に附随

して行われる行為を含みます。)から生じる所得に対して課税されることとなります。 

地方税（法人住民税（法人税割）及び事業税）も、収益事業から生じた所得に対して課税され

ます。また、法人住民税（均等割）は、所得の有無にかかわらず原則として課税されます。 

(注１) 法人税法上の収益事業は、物品販売業等の下記に掲げられる事業で、継続して事業場を設けて行

われるものをいいます（法人法２十三、法人令５①）。 

物品販売業、不動産販売業、金銭貸付業、物品貸付業、不動産貸付業、製造業、通信業、運送

業、倉庫業、請負業、印刷業、出版業、写真業、席貸業、旅館業、料理店業その他の飲食店業、

周旋業、代理業、仲立業、問屋業、鉱業、土石採取業、浴場業、理容業、美容業、興行業、遊

技所業、遊覧所業、医療保健業、一定の技芸教授業、駐車場業、信用保証業、無体財産権の提

供等を行う事業、労働者派遣業 

（注２） 特定非営利活動に係る事業であっても、上記(注１)に掲げる事業に該当する場合には、当該事

業から生ずる所得については法人税が課税されます。 

 

６ 認定ＮＰＯ法人制度の概要 

認定ＮＰＯ法人制度は、ＮＰＯ法人への寄附を促すことにより、ＮＰＯ法人の活動を支援する

ために設けられた措置であり、ＮＰＯ法人のうち一定の要件を満たすものについて、所轄庁が認

定を行う制度です。 

認定を受けるための詳しい手続きについては「認定特定非営利活動法人 事務の手引き」をご

覧下さい。 

 

（１）認定ＮＰＯ法人とは 

認定ＮＰＯ法人とは、ＮＰＯ法人のうちその運営組織及び事業活動が適正であって公益の増進

に資するものにつき一定の基準（パブリック・サポート・テストを含みます。）に適合したものと

して、所轄庁の認定を受けたＮＰＯ法人をいいます（法第２条第３項、第44条第１項）。 

 

（２）特例認定ＮＰＯ法人とは 

特例認定ＮＰＯ法人とは、ＮＰＯ法人であって新たに設立されたもののうち、その運営組織及

び事業活動が適正であって特定非営利活動の健全な発展の基盤を有し公益の増進に資すると見込



 - 5 - 

まれるものにつき一定の基準（パブリック・サポート・テストは含まれません。）に適合したもの

として、所轄庁の特例認定を受けたＮＰＯ法人をいいます（法第２条第４項、第58条第１項）。 

  本制度は、平成23年の法改正で導入され、「仮認定ＮＰＯ法人」という名称を用いていましたが、 

 平成28年の法改正により、「特例認定ＮＰＯ法人」という名称に改められました。 

 

（３）認定ＮＰＯ法人等になることによるメリット 

① 寄附者に対する税制上の措置 

イ 個人が寄附した場合 

個人が認定ＮＰＯ法人等に対し、その認定ＮＰＯ法人等の行う特定非営利活動に係る事業に

関連する寄附をした場合には、特定寄附金に該当し、寄附金控除（所得控除）又は税額控除の

いずれかの控除を選択適用できます（措法41の18の２①②）。また、都道府県又は市区町村が条

例で指定した認定ＮＰＯ法人等に個人が寄附した場合、個人住民税（地方税）の計算において、

寄附金税額控除が適用されます（地方税法37の２①三・四、314の７①三・四）。 

ロ 法人が寄附した場合 

法人が認定ＮＰＯ法人等に対し、その認定ＮＰＯ法人等の行う特定非営利活動に係る事業に

関連する寄附をした場合は、一般寄附金の損金算入限度額とは別に、特定公益増進法人に対す

る寄附金の額と合わせて、特別損金算入限度額の範囲内で損金算入が認められます（措法66の

11の２②）。 

 ハ 相続人等が相続財産等を寄附した場合 

相続又は遺贈により財産を取得した者が、その取得した財産を相続税の申告期限までに認定

ＮＰＯ法人（特例認定ＮＰＯ法人は適用されません。）に対し、その認定ＮＰＯ法人が行う特定

非営利活動に係る事業に関連する寄附をした場合、その寄附をした財産の価額は相続税の課税

価格の計算の基礎に算入されません（措法70⑩）。 

② 認定ＮＰＯ法人のみなし寄附金制度 

認定ＮＰＯ法人が、その収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業で特定非営

利活動に係る事業に支出した金額は、その収益事業に係る寄附金の額とみなされ、一定の範囲内

で損金算入が認められます（特例認定ＮＰＯ法人は適用されません。措法66の11の２①）。 

 

（４）認定の基準 

  認定ＮＰＯ法人等になるためには、次の基準に適合する必要があります（法第45条、第59条）。 

① パブリック・サポート・テスト（PST）に適合すること（特例認定ＮＰＯ法人は除きます。）。 

② 事業活動において、共益的な活動の占める割合が、50％未満であること。 

③ 運営組織及び経理が適切であること。 

④ 事業活動の内容が適正であること。 

⑤ 情報公開を適切に行っていること。 

⑥ 事業報告書等を所轄庁に提出していること 

⑦ 法令違反、不正の行為、公益に反する事実等がないこと。 

⑧ 設立の日から１年を超える期間が経過していること。 

（注） 上記①～⑧の基準を満たしていても（特例認定ＮＰＯ法人は①を除きます。）、欠格事由（法第47

条）に該当するＮＰＯ法人は、認定（特例認定）を受けることができません。 
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（５）欠格事由 

次のいずれかの欠格事由に該当するＮＰＯ法人は認定等を受けることができません(法第47条)。 

① 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある法人 

イ 認定又は特例認定を取り消された法人において、その取消しの原因となった事実があった日

以前１年内に当該法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しな

い者  

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日

から５年を経過しない者 

ハ ＮＰＯ法、暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等若しくは暴

力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したこ

とにより、罰金刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった

日から５年を経過しない者 

ニ 暴力団又はその構成員等 

② 認定又は特例認定を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない法人 

③ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 

④ 国税又は地方税の滞納処分が執行されている又は当該滞納処分の終了の日から３年を経過し

ない法人 

⑤ 国税又は地方税に係る重加算税等を課された日から３年を経過しない法人 

 ⑥ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 

 

（６）認定等の有効期間等 

認定の有効期間は、所轄庁による認定の日から起算して５年となります（法第51条第１項）。 

特例認定の有効期間は、所轄庁による特例認定の日から起算して３年となります（法第60条）。 

なお、認定の有効期間の満了後、引き続き、認定ＮＰＯ法人として特定非営利活動を行おうと

する認定ＮＰＯ法人は、その有効期間の更新を受ける必要があります（特例認定の有効期間の更

新はありません。）（法第51条第２項、第61条第１号） 
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